
一般財団法人日本語教育振興協会  

令和８年度事業計画 

  

〇 基本方針  

   「日本語教育の適正かつ確実な実施を図るための日本語教育機関の認定等に関する法

律」施行後、早くも 2年が経過したものの、会員の認定日本語教育機関の認定は、まだ

ほとんど進んでいない。一方で、政府の方針として、外国人の在留の在り方について、

内閣府に「外国人受入れ・秩序ある共生社会実現に関する関係閣僚会議」が設置され

「総合的対応策」が示された。同対応策には日本語教育の必要性、重要性が盛り込まれ

たものの、一貫した外国人の入国・在留にかかる厳格化の方向が打ち出されており、日

本語教育機関の経営環境について懸念点も多く存在する。令和 8年度事業計画の策定に

あたっては、上記の事情を考慮して事業を推進する。 

 

１ 日本語教育機関の認定制度及び登録日本語教員の資格制度について、その周知徹底

を図るとともに、会員校の機関認定及び現職日本語教師の登録が円滑に実施できる

よう、昨年度に引き続き支援する。  

２ 日振協事業の見直しを引き続き実施し、収益構造を転換させ、収益の改善を図る。 

  

Ⅰ 日本語教育機関の水準向上のための取組  

１ 日振協第三者評価事業の推進 

（１）日振協第三者評価事業の周知および認知度向上 

（２) 日振協第三者評価事業の受審機関拡大および円滑な実施 

（３）日振協第三者評価事業を、認定日本語教育機関の自己点検・評価に活用でき

るよう推進  

  

２ 日本語教育機関の水準向上のための研修会・研究会等の開催  

 （１）「継続事業」（公益目的支出計画事業）として以下の事業を実施する。 

  ・日本語学校教育研究大会 

  ・申請取次者講習会（東京・大阪） 

 （２）「その他の事業」（協会自主事業）として以下の事業を実施する。 

  ・認定日本語教育機関認定申請支援研修 

  ・日振協第三者評価内部評価委員養成セミナー 

  ・社会状況を踏まえ、必要とされる講習会・研修会については、随時検討する。 

 

Ⅱ 日本語教育機関に対する支援・関係団体等との連携 

１ 留学生受け入れ促進 

  （１）「継続事業」（公益目的支出計画事業）として以下の事業を実施する。 



   ・日本語教育機関に対する情報提供、相談対応 

・日本語教育機関実態調査の実施 

（２）「その他の事業」（協会自主事業）として以下の事業を実施する。 

   ・登録している日本語教育機関に対する中国およびベトナムの試験認証サービス 

   ・日本語学校学生災害補償制度の運用 

 

  ２ 関係機関との連携 

（１）日本語教育機関関連団体との新たな連合体組織の結成 

    現在、日振協は、他の５つの日本語教育機関関係団体と共に、「日本語教育機関

団体連絡協議会」において業界活動を行っているが、より機動的な活動を展開す

るために、そのうち３団体と共に「一般社団法人日本語教育機関団体連合会」を

設立、活動する。 

 

  （２）日本語教育推進議員連盟、関係省庁、地方自治体等との連携 

   日本語教育推進議員連盟、文部科学省、法務省、外務省、厚生労働省、地方自治体

等との協議・連携を進める。 

 

  （３）大学等教育機関、外国人労働者受入れ団体等との連携 

   大学、専門学校等の留学生受入れ教育機関や、育成就労制度および特定技能制度に 

おける日本語能力向上に関して受入れ実施機関および監理団体との連携を推進す 

る。 

 

Ⅲ 文部科学省等からの事業受託 

  （１）現職日本語教員研修プログラム開発・実施事業（委託事業） 

   【「養成・研修報告」を踏まえた研修】 

① 留学生に対する日本語教師【初任】研修 

② 日本語教育コーディネーター（主任教員）に対する研修 

   【生活指導者向けの研修】 

③ 生活指導者向け研修 

 

  （２）「現職日本語教員等研修プログラム開発・実施事業」（補正予算事業） 

 「日本語教育の参照枠」を踏まえた教育課程編成、指導方法、評価方法などに関 

する研修の開発・試行を実施する。 


